
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 宮城県宮城県宮城県宮城県経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析 人 口面 積標 準 財 政 規 模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 2,330,8986,862.10468,917,024795,588,936783,454,1215,066,523 人(H21.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円グループ(年度毎) H16  Ⅱ  H17  Ⅱ  H18  Ⅰ  H19  Ⅰ  H20  Ⅰ当 該 団 体 値グループ内平均値グループ内の最大値及び最小値経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計）））） H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位3/173/173/173/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均93.993.993.993.9(%)102.0100.098.096.094.092.090.0 99.199.199.199.192.592.592.592.596.696.696.696.698.798.798.798.794.394.394.394.391.091.091.091.091.891.891.891.8 H20H19H18H17H16 94.094.094.094.096.596.596.596.593.693.693.693.694.494.494.494.493.893.893.893.8 人件費人件費人件費人件費 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位13/1713/1713/1713/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均42.942.942.942.9(%)54.052.050.048.046.044.042.040.0 51.851.851.851.842.242.242.242.247.647.647.647.649.949.949.949.948.748.748.748.746.246.246.246.246.346.346.346.3 H20H19H18H17H16 48.148.148.148.150.050.050.050.048.948.948.948.948.548.548.548.547.447.447.447.4 物件費物件費物件費物件費 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位10/1710/1710/1710/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均3.63.63.63.6(%)6.05.04.03.02.01.0 4.94.94.94.91.91.91.91.93.43.43.43.43.63.63.63.63.53.53.53.53.43.43.43.43.73.73.73.7 H20H19H18H17H16 3.93.93.93.94.14.14.14.14.44.44.44.44.84.84.84.84.94.94.94.9 扶助費扶助費扶助費扶助費 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位9/179/179/179/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均1.51.51.51.5(%)3.02.01.00.0 2.52.52.52.50.90.90.90.91.41.41.41.41.41.41.41.41.51.51.51.51.01.01.01.01.31.31.31.3 1.31.31.31.31.31.31.31.31.31.31.31.31.21.21.21.21.41.41.41.4 そのそのそのその他他他他 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位1/171/171/171/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均1.31.31.31.3(%)3.02.01.00.0 1.91.91.91.90.40.40.40.40.90.90.90.90.90.90.90.91.01.01.01.01.11.11.11.11.31.31.31.3 0.40.40.40.40.50.50.50.50.40.40.40.40.50.50.50.50.40.40.40.4
補助費等補助費等補助費等補助費等 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位2/172/172/172/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均21.721.721.721.7(%)30.027.024.021.018.015.012.0 27.827.827.827.819.219.219.219.223.023.023.023.022.622.622.622.620.320.320.320.315.915.915.915.914.414.414.414.4 H20H19H18H17H16 19.719.719.719.719.419.419.419.417.617.617.617.616.016.016.016.014.514.514.514.5
公債費公債費公債費公債費 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位8/178/178/178/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均22.922.922.922.9(%)33.030.027.024.021.018.015.012.0 29.729.729.729.716.016.016.016.020.320.320.320.320.320.320.320.319.319.319.319.323.423.423.423.424.824.824.824.8 H20H19H18H17H16 20.620.620.620.621.221.221.221.221.021.021.021.023.423.423.423.425.225.225.225.2

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位8/178/178/178/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均71.071.071.071.0(%)84.081.078.075.072.069.066.063.0 81.881.881.881.868.668.668.668.676.376.376.376.378.478.478.478.475.075.075.075.067.667.667.667.667.067.067.067.0 H20H19H18H17H16 73.473.473.473.475.375.375.375.372.672.672.672.671.071.071.071.068.668.668.668.6経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））人件費人件費人件費人件費物件費物件費物件費物件費扶助費扶助費扶助費扶助費 そのそのそのその他他他他 補助費等補助費等補助費等補助費等公債費公債費公債費公債費公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外グループグループグループグループ内平均値内平均値内平均値内平均値
宮城県宮城県宮城県宮城県※１ 本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。３ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって４つに分類したものである。Ⅰグループ 0.500以上1.000未満、Ⅱグループ 0.400以上0.500未満、Ⅲグループ 0.300以上0.400未満、Ⅳグループ 0.300未満

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上
分析欄分析欄分析欄分析欄人件費：給与構造改革の導入が１年遅れた影響等により，人件費における給料の構成比がグループ内他団体よりも高水準であることなどから，人件費に係る経常収支比率がグループ内平均を上回っている。しかし，人口10万人当たり職員数がH19年度より52.67人減少したことなどにより，H20年度の同比率はH19年度から1.9ポイント低下している。今後とも，給与制度の一層の適正化を進めながら，総人件費の抑制に努めていく。物件費：本県では，グループ内他団体と比べ学校数及び教育部門職員数が多いこと，大学費に係る物件費が大きいことなどから，物件費に占める教育費の割合が高く，経常収支比率を押し上げている。教育費に限らず，全般的な歳出抑制対策を引き続き講じ，経常収支比率の抑制に努めていく。扶助費：グループ内平均と同水準である1.3％となっている。今後は，社会保障関係経費の増加による経常収支比率の上昇が見込まれるが，今後とも各種制度の適切な運営に努めていく。公債費：分子となる経常的公債費充当一般財源等が，H19年度より1,281百万円減少（99,163百万円→97,882百万円）したため，経常収支比率が0.6ポイント低下した。今後とも金利負担の軽減といった歳出抑制対策を講じ，経常収支比率の抑制に努めていく。補助費等：補助費等に係る経常収支比率が上昇傾向にある要因として，介護保険制度運営事業などの社会保障関係経費の増加が挙げられる。社会保障関係経費は，今後とも増加していくものと見込まれるが，引き続き各種制度の適切な運営に努めていく。普通建設事業費：

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 宮城県宮城県宮城県宮城県経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析 人 口面 積標 準 財 政 規 模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 2,330,8986,862.10468,917,024795,588,936783,454,1215,066,523 人(H21.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円グループ(年度毎) H16  Ⅱ  H17  Ⅱ  H18  Ⅰ  H19  Ⅰ  H20  Ⅰ当 該 団 体 値グループ内平均値グループ内の最大値及び最小値経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計）））） H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位3/173/173/173/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均93.993.993.993.9(%)102.0100.098.096.094.092.090.0 99.199.199.199.192.592.592.592.596.696.696.696.698.798.798.798.794.394.394.394.391.091.091.091.091.891.891.891.8 H20H19H18H17H16 94.094.094.094.096.596.596.596.593.693.693.693.694.494.494.494.493.893.893.893.8 人件費人件費人件費人件費 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位13/1713/1713/1713/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均42.942.942.942.9(%)54.052.050.048.046.044.042.040.0 51.851.851.851.842.242.242.242.247.647.647.647.649.949.949.949.948.748.748.748.746.246.246.246.246.346.346.346.3 H20H19H18H17H16 48.148.148.148.150.050.050.050.048.948.948.948.948.548.548.548.547.447.447.447.4 物件費物件費物件費物件費 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位10/1710/1710/1710/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均3.63.63.63.6(%)6.05.04.03.02.01.0 4.94.94.94.91.91.91.91.93.43.43.43.43.63.63.63.63.53.53.53.53.43.43.43.43.73.73.73.7 H20H19H18H17H16 3.93.93.93.94.14.14.14.14.44.44.44.44.84.84.84.84.94.94.94.9 扶助費扶助費扶助費扶助費 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位9/179/179/179/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均1.51.51.51.5(%)3.02.01.00.0 2.52.52.52.50.90.90.90.91.41.41.41.41.41.41.41.41.51.51.51.51.01.01.01.01.31.31.31.3 H20H19H18H17H16 1.31.31.31.31.31.31.31.31.31.31.31.31.21.21.21.21.41.41.41.4 そのそのそのその他他他他 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位1/171/171/171/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均1.31.31.31.3(%)3.02.01.00.0 1.91.91.91.90.40.40.40.40.90.90.90.90.90.90.90.91.01.01.01.01.11.11.11.11.31.31.31.3 H20H19H18H17H16 0.40.40.40.40.50.50.50.50.40.40.40.40.50.50.50.50.40.40.40.4
補助費等補助費等補助費等補助費等 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位2/172/172/172/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均21.721.721.721.7(%)30.027.024.021.018.015.012.0 27.827.827.827.819.219.219.219.223.023.023.023.022.622.622.622.620.320.320.320.315.915.915.915.914.414.414.414.4 H20H19H18H17H16 19.719.719.719.719.419.419.419.417.617.617.617.616.016.016.016.014.514.514.514.5
公債費公債費公債費公債費 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位8/178/178/178/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均22.922.922.922.9(%)33.030.027.024.021.018.015.012.0 29.729.729.729.716.016.016.016.020.320.320.320.320.320.320.320.319.319.319.319.323.423.423.423.424.824.824.824.8 H20H19H18H17H16 20.620.620.620.621.221.221.221.221.021.021.021.023.423.423.423.425.225.225.225.2

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 H20H20H20H20グループグループグループグループ内順位内順位内順位内順位8/178/178/178/17都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均71.071.071.071.0(%)84.081.078.075.072.069.066.063.0 81.881.881.881.868.668.668.668.676.376.376.376.378.478.478.478.475.075.075.075.067.667.667.667.667.067.067.067.0 H20H19H18H17H16 73.473.473.473.475.375.375.375.372.672.672.672.671.071.071.071.068.668.668.668.6経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））人件費人件費人件費人件費物件費物件費物件費物件費扶助費扶助費扶助費扶助費 そのそのそのその他他他他 補助費等補助費等補助費等補助費等公債費公債費公債費公債費公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外グループグループグループグループ内平均値内平均値内平均値内平均値
宮城県宮城県宮城県宮城県※１ 本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。３ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって４つに分類したものである。Ⅰグループ 0.500以上1.000未満、Ⅱグループ 0.400以上0.500未満、Ⅲグループ 0.300以上0.400未満、Ⅳグループ 0.300未満

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上
分析欄分析欄分析欄分析欄人件費：給与構造改革の導入が１年遅れた影響等により，人件費における給料の構成比がグループ内他団体よりも高水準であることなどから，人件費に係る経常収支比率がグループ内平均を上回っている。しかし，人口10万人当たり職員数がH19年度より52.67人減少したことなどにより，H20年度の同比率はH19年度から1.9ポイント低下している。今後とも，給与制度の一層の適正化を進めながら，総人件費の抑制に努めていく。物件費：本県では，グループ内他団体と比べ学校数及び教育部門職員数が多いこと，大学費に係る物件費が大きいことなどから，物件費に占める教育費の割合が高く，経常収支比率を押し上げている。教育費に限らず，全般的な歳出抑制対策を引き続き講じ，経常収支比率の抑制に努めていく。扶助費：グループ内平均と同水準である1.3％となっている。今後は，社会保障関係経費の増加による経常収支比率の上昇が見込まれるが，今後とも各種制度の適切な運営に努めていく。公債費：分子となる経常的公債費充当一般財源等が，H19年度より1,281百万円減少（99,163百万円→97,882百万円）したため，経常収支比率が0.6ポイント低下した。今後とも金利負担の軽減といった歳出抑制対策を講じ，経常収支比率の抑制に努めていく。補助費等：補助費等に係る経常収支比率が上昇傾向にある要因として，介護保険制度運営事業などの社会保障関係経費の増加が挙げられる。社会保障関係経費は，今後とも増加していくものと見込まれるが，引き続き各種制度の適切な運営に努めていく。普通建設事業費：農地費に係る国直轄事業負担金の歳出が大きいことなどから，普通建設事業費がグループ内平均値を上回っているものの，公共事業キャップ制の継続などにより，人口１人当たり決算額はH19年度より2,182円減少した。今後とも投資的経費の抑制に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析 人件費及び人件費に準ずる費用 人口1人当たり決算額当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）人件費 275,348,698 118,130 104,420 13.1賃金（物件費） 652,178 280 170 64.7公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 597 -公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 48 -事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 2,064,310 886 963 ▲ 8.0▲退職金 ▲ 22,409,274 ▲ 9,614 ▲ 10,630 ▲ 9.6
当該団体決算額（千円）

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
宮城県宮城県宮城県宮城県

人口1人当たり決算額(円)
110,000120,000130,000 当該団体値グループ内平均値117,956109,681 ▲退職金 ▲ 22,409,274 ▲ 9,614 ▲ 10,630 ▲ 9.6合計 255,655,912 109,681 95,568 14.8参考 当該団体 グループ内平均 対比（差引）人口100,000人当たり職員数（人） 1,182.81 1,011.02 171.79ラスパイレス指数 97.2 99.4 ▲ 2.2

公債費及び公債費に準ずる費用の分析 公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素） 人口1人当たり決算額当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）公債費充当一般財源等額（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 88,637,834 38,027 25,511 49.1満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの 当該団体決算額（千円）

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
宮城県宮城県宮城県宮城県

人口1人当たり決算額(円)

70,00080,00090,000100,000110,000120,000130,000 当該団体値グループ内平均値グループ内最大値グループ内最小値81,146
117,956
95,568109,681

人口1人当たり決算額(円)30,00040,000 33,921 満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額）等 28,177,382 12,089 16,318 ▲ 25.9公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 5,634,188 2,417 1,400 72.6一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金に充当する一般財源等額 - - 45 -債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する一般財源等額 4,605,639 1,976 806 145.2一時借入金利子（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） 171,057 73 26 180.8▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 68,031,590 ▲ 29,187 ▲ 22,406 30.3合計 59,194,510 25,396 21,698 17.0

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
宮城県宮城県宮城県宮城県

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移(%)20.0 16.616.216.8

人口1人当たり決算額(円)

70,00080,00090,000100,000110,000120,000130,000 当該団体値グループ内平均値グループ内最大値グループ内最小値81,146
117,956
95,568109,681

人口1人当たり決算額(円)

010,00020,00030,00040,000 当該団体値グループ内平均値グループ内最大値グループ内最小値11,674
33,92121,69825,396

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
宮城県宮城県宮城県宮城県

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移(%) 実質公債費比率起債制限比率5.010.0
15.020.0 9.1H2010.3H1911.9H18

13.2
H17

13.3
H16

14.716.616.216.8

人口1人当たり決算額(円)

70,00080,00090,000100,000110,000120,000130,000 当該団体値グループ内平均値グループ内最大値グループ内最小値81,146
117,956
95,568109,681

人口1人当たり決算額(円)

010,00020,00030,00040,000 当該団体値グループ内平均値グループ内最大値グループ内最小値11,674
33,92121,69825,396



普通建設事業費の分析 普通建設事業費 当該団体(円) 増減率(%)(A) グループ内平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)147,977,488 63,024 0.1 71,194 ▲ 11.4 11.5うち単独分 52,395,320 22,315 3.5 30,923 ▲ 8.9 12.4当該団体決算額（千円） 人口１人当たり決算額H1640,00050,00060,00070,00080,000（円） 人口1人当たり決算額の推移
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 宮城県宮城県宮城県宮城県

142,889,742 60,945 ▲ 3.3 64,633 ▲ 9.2 5.9うち単独分 54,759,117 23,356 4.7 27,132 ▲ 12.3 17.0147,041,205 62,825 3.1 41,430 ▲ 35.9 39.0うち単独分 55,490,698 23,709 1.5 18,446 ▲ 32.0 33.5121,732,401 52,137 ▲ 17.0 39,894 ▲ 3.7 ▲ 13.3うち単独分 44,369,904 19,003 ▲ 19.8 17,501 ▲ 5.1 ▲ 14.7116,439,132 49,955 ▲ 4.2 37,006 ▲ 7.2 3.0うち単独分 34,985,386 15,009 ▲ 21.0 15,712 ▲ 10.2 ▲ 10.8過去５年間平均 135,215,994 57,777 ▲ 4.3 50,831 ▲ 13.5 9.2うち単独分 48,400,085 20,678 ▲ 6.2 21,943 ▲ 13.7 7.5
H19H20
H17H18010,00020,00030,00040,00050,00060,00070,00080,000

H16 H17 H18 H19 H20
（円） 人口1人当たり決算額の推移

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 宮城県宮城県宮城県宮城県

当該団体値 グループ内平均値010,00020,00030,00040,00050,00060,00070,00080,000
H16 H17 H18 H19 H20

（円） 人口1人当たり決算額の推移
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成20202020年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 宮城県宮城県宮城県宮城県

当該団体値 グループ内平均値
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